
○国立大学法人長岡技術科学大学における作業のセーフティ・データ・シート活動に関

する要項 

（平成23年３月24日学長裁定） 

改正   平成25年５月22日 

平成27年３月26日 令和４年１月12日 
 

第１ 趣旨  

この要項は、国立大学法人長岡技術科学大学（以下「本学」という。）安全衛生方針に基

づき、機器又は設備若しくはそれらを使用する作業等において適用される労働安全衛生法

（昭和47年法律第57号）のほか関係法令に基づく適切な管理と運用を行い、もって危害防止

基準の確立と自主的かつ継続的な安全衛生活動への取組みを促進することを目的として行う

セーフティ・データ・シート（以下「w―SDS」という。）活動に関し必要な事項を定める。 

第２ 適用範囲 

本要項は、建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等による、又は作業行動その他作

業に起因する危険性又は有害性（以下単に「危険性又は有害性」という。）であって、職員

の就業又は学生の修学に係るもののうち、総括安全衛生管理者が安全衛生上管理が必要であ

ると認めた機器又は設備（以下「法的管理対象物」という。）及び当該法的管理対象物を使

用することに起因して、職員又は学生に危害を及ぼすおそれがある作業（以下「危険有害作

業」という。）を対象とする。 

第３ w―SDSの作成 

法的管理対象物を管理する職員（講座又は研究室等において、当該法的管理対象物を使

用、維持若しくは管理する者（非常勤職員を除く。）をいう。以下この要項において「w―SD

S管理者」という。）は、第４の実施結果等に基づき、「作業のセーフティ・データ・シー

ト」（別紙様式１―１及び別紙様式１―２）を作成するものとする。 

第４ w―SDS作成のための調査等 

w―SDS管理者は、次に掲げる事項を実施した上でw―SDSを作成するものとする。 

一 法的管理対象物及び危険有害作業における危険性又は有害性の特定 

二 法的管理対象物に適用される法令等に関し、当該法的管理対象物の管理方法、必要な資

格及び法令に基づく点検等の調査 

三 第１号により特定された危険性又は有害性によって生ずるおそれのある負傷又は疾病の

重篤度及び発生する可能性の度合（以下「リスク」という。）の見積り 

四 前号の見積りに基づくリスクを低減するための優先度の設定及びリスクを低減するため

の措置（以下「リスク低減措置」という。）内容の検討 

五 前号の優先度に対応したリスク低減措置 

第５ ミーティング 

w―SDSの作成、点検及び改訂に当たり、w―SDS管理者が第４に掲げる項目を実施するとき

は、当該法的管理対象物及び危険有害作業に関わる他の職員又は学生とミーティングを行

い、ミーティングに参加した者の共通の認識の下に実施するものとする。なお、ミーティン

グの記録は「w―SDSミーティング記録書」（別紙様式２）により作成し、第16のw―SDSの届

出の際に添付するものとする。 

第６ 危険性又は有害性の特定方法 



w―SDS管理者は、危険性又は有害性を特定するために必要な単位で作業を洗い出した上

で、作業場における機器又は設備若しくは作業等に応じて、あらかじめ定めた危険性又は有

害性の分類に則して、各作業における危険性又は有害性を特定するものとする。 

第７ リスクの見積り 

w―SDS管理者は、リスク低減の優先度を決定するため、危険有害作業により発生するおそ

れのある負傷又は疾病の重篤度及びそれらの発生の可能性の度合をそれぞれ考慮して、リス

クを見積もるものとする。 

第８  

w―SDS管理者は、第７のリスク見積りに当たり、次に掲げる事項に留意するものとする。 

一 予想される負傷又は疾病の対象者及び内容を明確に予測すること。 

二 過去に実際に発生した負傷又は疾病の重篤度ではなく、最悪の状況を想定した最も重篤

な負傷又は疾病の重篤度を見積もること。 

三 負傷又は疾病の重篤度は、負傷や疾病等の種類にかかわらず、共通の尺度を使うことが

望ましいことから、基本的に、負傷又は疾病による休業日数等を尺度として使用するこ

と。 

四 有害性が立証されていない場合でも、一定の根拠がある場合は、その根拠に基づき、有

害性が存在すると仮定して見積もるよう努めること。 

第９  

w―SDS管理者は、第７のリスク見積りを各作業場の機器又は設備若しくは作業等の特性に

応じ、次に掲げる負傷又は疾病の類型ごとに行うものとする。 

一 はさまれ、墜落等の物理的な作用によるもの 

二 爆発、火災等の化学物質の物理的効果によるもの 

三 中毒等の化学物質等の有害性によるもの 

四 振動障害等の物理因子の有害性によるもの。なお、次に掲げる事項を考慮すること。 

ア 安全装置の設置、立入禁止措置その他の災害防止のための機能又は方策（以下「安全

機能等」という。）の信頼性及び維持能力 

イ 安全機能等を無効化する又は無視する可能性 

ウ 作業手順の逸脱、操作ミスその他の予見可能な意図的・非意図的な誤使用又は危険行

動の可能性 

第10 リスク低減措置の検討及び実施 

w―SDS管理者は、法令に定められた事項がある場合にはそれを必ず実施するとともに、次

に掲げる優先順位でリスク低減措置内容を検討の上、実施するものとする。 

一 危険有害作業の廃止又は変更等、設計や計画の段階から危険性又は有害性を除去又は低

減する措置 

二 インターロック、局所排気装置等の設置等の工学的対策 

三 マニュアルの整備等の管理的対策 

四 個人用保護具の使用 

第11  

第10の検討に当たっては、リスク低減に要する負担がリスク低減による災害防止効果と比

較して大幅に大きく、両者に著しい不均衡が発生する場合であって、措置を講ずることを求



めることが著しく合理性を欠くと認められるときを除き、可能な限り高い優先順位のリスク

低減措置を実施するものとする。 

第12  

死亡、後遺障害又は重篤な疾病をもたらすおそれのあるリスクに対して適切なリスク低減

措置の実施に時間を要する場合は、暫定的な措置を直ちに講ずるものとする。 

第13  

第10から第12までに定めるリスク低減措置の実施に際し、総括安全衛生管理者が必要と認

めたときは、当該リスク低減措置に必要な予算措置を行うことができる。 

第14 定期自主点検 

w―SDS管理者は、作成したw―SDSについて、年１回、定期的に自主点検を行うものとす

る。 

第15 w―SDSの改訂 

w―SDS管理者は、第14の定期自主点検の結果又は法令の改廃等に伴い、既存のw―SDSに改

善すべき事項があると認めたときは、第３の例に準じてw―SDSを改訂するものとする。 

第16 w―SDSの届出 

w―SDS管理者は、w―SDSを新たに作成したとき、w―SDSを定期に点検したとき、又は既存

のw―SDSを改訂し、若しくは廃止したときは、「w―SDS（作成・点検・改訂）報告書」（別

紙様式３）により、総括安全衛生管理者に届け出るものとする。 

第17  

総括安全衛生管理者は、w―SDS実施報告書を受理したときは、速やかに安全衛生管理委員

会に報告し承認を得るものとする。ただし、総括安全衛生管理者が当該届出にかかるw―SDS

に不適当な箇所があると認めるときは、当該w―SDS管理者に対して再提出を求めることがで

きる。 

第18  

安全衛生管理委員会の審議の結果、当該w―SDSに改善すべき箇所があると総括安全衛生管

理者が認めたときは、当該w―SDS管理者に改善すべき箇所を通知し、改善を要求することが

できるものとする。 

第19 情報提供 

総括安全衛生管理者は、次に掲げる資料等をw―SDS管理者に提供し、その情報を活用させ

るものとする。 

一 w―SDS作成手順書 

二 法的管理対象物にかかる仕様書、各種点検結果、化学物質等安全データシート（SDS）及

び同類の法的管理対象物が有する危険性又は有害性に関する情報 

三 同類の法的管理対象物による災害事例、災害統計等 

四 その他w―SDS作成に当たり参考となる資料等 

第20 教育 

学長は、w―SDS活動の実施にあたり、必要な教育を実施するものとする。 

第21 雑則 

この要項に定めるもののほか、w―SDS活動に関し必要な事項は、安全衛生管理委員会の議

を経て学長が定める。 



附 則 

この要項は、平成23年４月１日から実施する。 

附 則 
 

この要項は、平成23年６月22日から実施する。 

附 則（平成25年５月22日） 
 

この要項は、平成25年５月22日から実施する。 

附 則（平成27年３月26日） 
 

この要項は、平成27年４月１日から実施する。 

附 則（令和４年１月12日） 
 

この要項は、令和４年４月１日から実施する。 

別紙様式１―１（第３関係） 

作業のセーフティ・データ・シート 

[別紙参照] 

別紙様式１―２（第３関係） 

作業のセーフティ・データ・シート 

[別紙参照] 

別紙様式２（第５関係） 

w―SDSミーティング記録書 

[別紙参照] 

別紙様式３（第16関係） 

w―SDS（作成・点検・改訂）報告書 

[別紙参照]



別紙様式1―1(第 3関係) 

 

 

          研究室名 

                                     

w―SDS管理者氏名(所属・職)                        

                   (     ・     )      

 

【共通事項】 

階層別の管理責任 

区 分 根 拠 項 目 

(

確
認
後
は
○
印
を
付
す) 

 

学 

長 

 

総
括
安
全
衛
生
管
理
者 

系
長(

安
全
衛
生
管
理
者) 

機
器
等
管
理
者(

教
職
員) 

機
器
等
使
用
者(

学
生
等) 

A：全学にかかる規定 

○ ○ ○   事業者責務 安衛法1 

危害防止基準の確立   

責任体制   

自主促進   

○ ○ ○   事業者責務 安衛法3 

最低基準の遵守   

安全と健康の確保   

国の施策に協力   

B：系・学部・課程等の部局にかかる規定 

○ ○ ○   事業者責務 安衛法20 機械設備・爆発物等による危険の防止措置   

○ ○ ○   事業者責務 安衛法21 掘削等・墜落等による危険の防止措置   

○ ○ ○   事業者責務 安衛法22 健康障害防止措置   

○ ○ ○   事業者責務 安衛法23 通路等の保全、換気、採光等の必要な措置   

○ ○ ○   事業者責務 安衛法24 作業行動から生ずる災害防止措置   

○ ○ ○   
リスクアセス
メント 

安衛法28条の2 
危険有害性の調査と危険・健康障害防止措
置 

  

○ ○ ○   
リスクアセス
メント 

H18．3．10危険性
又は有害性等の調
査等に関する指針
公示第1号 

危険性又は有害性等の調査等に関する指針   

○ ○ ○   
リスクアセス
メント 

基発0731001 機械の包括的な安全基準に関する指針   

備考 「安衛法1」とは労働安全衛生法第1条をいい、「基発」とは厚生労働省労働基準局長から各都道府

県労働局長宛の通達をいう。



別紙様式1－2(第3関係) 

w―SDS管理者→総括安全衛生管理者→w―SDS管理者 

  総括安全衛生管理者 
受理年月日 

総括安全衛生管理者
承認年月日 

・ ・ ・ ・ 

            タイトル                   のw―SDS 

            新規作成・改訂・廃止年月日     年  月  日 

            w―SDS管理者氏名(所属・職) 

                 (   ・   )    

研究室名(棟・室名)        (   ・   )    

【個別事項】 

階層別の管理責任 

区 分 根 拠 項 目 

(

確
認
後
は
○
印
を
付
す) 

 

学 

長 

 

総
括
安
全
衛
生
管
理
者 

系
長(

安
全
衛
生
管
理
者) 

機
器
等
管
理
者(

教
職
員) 

機
器
等
使
用
者(

学
生
等) 

C：研究室、実験、作業等の個別にかかる規定 

○ ○ ○   届出 
安衛法88 
安衛則86 

設置届等(ボイラー、第1種圧力容器、ク
レーン等) 

  

○ ○ ○ ○ 教育 
安衛法59 
安衛則36 

就業前教育、特別教育   

○ ○ ○ ○ 資格 
安衛法61 
安衛則41 

必要な資格・免許・講習等   

○ ○ ○ ○ 点検・検査 安衛法38，45 
設置時の検査、点検 
定期検査、定期自主点検、始業前点検、
点検記録等 

  

○ ○ ○ ○ 機械等の規制 安衛則27～29 機械等に関する規制   

○ ○ ○ ○ 安全基準 安衛則101～151 機械による危険の防止   

○ ○ ○ ○ 安全基準 
安衛則151の2～
151の76 

車両系荷役運搬機械等による危険の防止   

○ ○ ○ ○ 安全基準 安衛則152～171 車両系建設機械等による危険の防止   

○ ○ ○ ○ 安全基準 安衛則248～317 爆発、火災等の防止   

○ ○ ○ ○ 安全基準 安衛則329～354 電気による危険の防止   

○ ○ ○ ○ 安全基準 安衛則518～539 墜落、飛来崩壊等による危険の防止   

○ ○ ○ ○ 安全基準 
安衛則540～ 5
75の16 

通路、足場等   

○ ○ ○ ○ 保護具 安衛則593～598 危険有害業務作業時の保護具等   

○ ○ ○   作業環境測定 安衛法65 危険有害業務・作業等の作業環境測定   

○ ○ ○ ○ 健康診断 
安衛法66 
安衛則45 

危険有害業務・作業等の健康診断   

備考 本様式は、労働安全衛生法及び労働安全衛生規則に基づく区分により法令根拠等を示したもの
である。実際にw―SDSを作成する場合は、w―SDS実施例を参考に各機器等に適用される法令根拠等
を確認の上、作成すること。 



【作業手順と予測される災害事象】 

No. 作業手順 予測される災害事象 

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 記載欄が不足する場合は適宜追加すること。 

 

【評価基準】 

(1)怪我の可能性 

  

(2)怪我の程度 

  

(3)危険に近づく頻度 

  

リスクポイン

ト 
リスクレベル 

確実である 6 死亡・就業不能 10 頻繁 4 14～20 V 

可能性が高い 4 休業災害 6 時々 2 12～13 IV 

可能性がある 2 不休業災害 3 めったに無い 1 9～11 III 

可能性はない 1 微傷災害 1   6～8 II 

  5以下 I 

 

【リスクの見積り】 

No. 予測される事象 
怪我の

分類 

(1)怪我

の可能性 

(2)怪我

の程度 

(3)危険に近

づく頻度 

リスクポ

イント 

リスク

レベル 

優先

順位 

                  

                  

                  

                  

                  

                  

備考 記載欄が不足する場合は適宜追加すること。 

 

【妥当性の確認】 

No. 予測される事象 対策 
(1)怪我の

可能性 

(2)怪我の

程度 

(3)危険に

近づく頻度 

リスク

ポイント 

リスク

レベル 
妥当性 

                  

                  

                  

                  

                  

                  

備考 

1 記載欄が不足する場合は適宜追加すること。 

2 優先順位の高いものから実施すること。 

3 妥当性を確認する際、その対策を人間に委ねる場合(例として、「作業する際は防護服を着用する」と

いった対策をとった場合、作業服を着用するかどうかはその人間の意思又は過失等によって変わってく

る。)は、妥当性の欄に条件付きであることを明示すること。 



別紙様式2(第5関係) 

 

w―SDSミーティング記録書 

 

年  月  日提出   

    総括安全衛生管理者 殿 

w―SDS管理者氏名(所属・職)                

(自署)                   (    ・    ) 

 

 

【日   時】        年  月  日 (   )     時  分 ～   時

  分 

 

【参加者氏名】 (自署)                     (所属・職(又は学年)) 

        (自署)                     (所属・職(又は学年)) 

        (自署)                     (所属・職(又は学年)) 

        (自署)                     (所属・職(又は学年)) 

        (自署)                     (所属・職(又は学年)) 

        (自署)                     (所属・職(又は学年)) 

        (自署)                     (所属・職(又は学年)) 

        (自署)                     (所属・職(又は学年)) 

        (自署)                     (所属・職(又は学年)) 

 

【ミーティングの内容】 

  

備考 記載欄不足の場合は、適宜追加して記載すること。 



別紙様式3(第16関係) 

 

 

w―SDS(作成・点検・改訂)報告書 

 

 

年  月  日  

  

 

  総括安全衛生管理者    殿 

 

 

 

w―SDS管理者              

(所属・職・氏名)            

 

                 

 

 

 

 国立大学法人長岡技術科学大学作業のセーフティ・データ・シート活動に関する要項に基

づき、w―SDSを(作成・点検・改訂)したので、下記の書類を添えて報告します。 

 

 

   □「作業のセーフティ・データ・シート」(別紙様式1―2) 

     新規に作成したw―SDS      件 

     改訂したw―SDS         件 

     廃止したw―SDS         件 

 

   □「w―SDSミーティング記録書」(別紙様式2) 

 


